
１．はじめに 
1.1 研究の背景と目的 

現在の住宅政策は、住宅単体だけでなく居住環境全体

の質の向上を図り、フローの住宅建設を重視した政策か

ら良好なストックを将来世代に継承することを主眼とし

た政策へと転換している。都市縮退の時代において公共

住宅事業が縮小化され、セーフティネットの役割に重点

を置く中で、公営住宅ストックをどのように活用するか

が問われている。一方、地方自治体の財政状況が厳しい

中で、更新時期を迎える大量の公営住宅ストックに対し

て、効率的に更新するとともに住宅需要へ的確に対応す

ることも重要な課題となっている。このような背景のも

と、地方自治体では保有する公営住宅全体を対象に長期

的な視点でストックの活用と更新を進めるための長寿命

化計画を策定している。 
そこで、本研究では、福岡都市圏に位置する地方自治

体が策定した公営住宅長寿命化計画を対象に、その内容

を分析し、公営住宅ストックの活用と更新の傾向を捉

え、公営住宅の長期的な更新の課題を明らかにする。

1.2 研究の対象と方法 

本研究の対象は、福岡都市圏に位置する地方自治体の

うち、公営住宅長寿命化計画を策定し、かつ計画書に公

営住宅の現況と活用判定の選定結果が記載されている

10の自治体とした（表 1）。福岡都市圏は、福岡市と 16
の周辺自治体で構成され、周辺自治体は福岡市のベッド

タウンとして住宅市街地を形成しており、現在も一定の

住宅需要がみられる。本研究では、分析対象を高度成長

期の公営住宅ストックを一定数保有し、現在も自治体全

体で住宅需要があり、ストックの活用と更新の選択肢を

持つ自治体として位置づける。これらの長寿命化計画の

内容を分析することは、公営住宅ストックの活用および

長寿命化推進の効果と課題、その長期的な役割を考察す

る上で有効であると考えている。一方で、対象とした 10
の自治体の住宅供給の状況は差異がみられる。KS 市や
OJ市、SG町は、現在も人口の増加が顕著で民間分譲マ
ンションの供給が続いている。近年人口が停滞・減少し

ている MK市や KG市、IS 市は、早期に開発された市
街地と集落部が共存しており、郊外住宅地の高齢化など
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の問題が顕在化している。UM町、SS町は௚の市町とẚ
公共஺㏻ᶵ㛵の฼౽ᛶが小さくᏳ౯に住宅のྲྀᚓがྍ࡭

⬟であるが、近年人口が減少に転ࡌ居住の縮小が進みつ

つある。ᚋ㏙するように、長寿命化計画はᅜᅵ஺㏻┬に

よる策定ᣦ㔪が♧されているが、本研究では自治体によ

る人口推⛣や住宅需給の差異が長寿命化計画に୚えるᙳ

㡪についても考察する。 
本研究は、ḟのように分析および考察を進める。ࡎࡲ、

公営住宅の更新に㛵する政策のኚ㑄、長寿命化計画と㛵

㐃計画との㛵ಀᛶを考察し、長寿命化計画のព⩏を確ㄆ

する。ḟに、10の自治体の長寿命化計画について、ձ内
容構成、ղ活用判定の㸰つの視点でẚ㍑考察する。さら

に、8 つの自治体の住Ჷ༊分ูの活用手法の選定結果に
ついて、住宅ᒓᛶูの≉ᚩを分析するとともに、住Ჷᒓ

ᛶをㄝ明ኚ数とする判ู分析を⾜いストック活用手法の

選定における自治体間の共㏻ᛶと選定にᐤ୚するᒓᛶ要

ᅉを明らかにする。なお、建᭰えおよびᗫṆと判定され

たストック更新を⾜う公営住宅については現地において

住Ჷの状況を確ㄆした。௨上の分析より公営住宅ストッ

クの長期的な更新の課題を考察する。 
1.3 ᪤ 研究にࡿࡅ࠾ᮏ研究の఩⨨࡙ࡅ 

公営住宅ストックの更新に㛵する研究をみると、ಶู

の公営住宅の更新を対象としたものがከく、居住⪅ཧ加

ᆺの建᭰計画手法と建᭰ᚋの住ࡲい方の᳨ドを┠的とし

た研究㸯）,㸰）、公営住宅ストックの分析から世ᖏኚືに対

応した更新計画のᚲ要ᛶを♧す研究㸱）が確ㄆでࡁ、これ

らの研究は 1990 年代から 2000 年代๓༙にかけてᐇ᪋
されている。2000年代ᚋ༙௨㝆、公営住宅のストック活
用を┠的とした研究がみられ、住ᡞࣞベࣝのಶูᨵၿの

効果をᡠりධ居の住ࡲい方ㄪᰝからホ౯した研究㸲）、長

寿命化計画の๓㌟であるストック⥲ྜ活用計画の更新判

定やストック෌⦅の᳨ド研究㸳），㸴）、公営住宅の現況と居

住⪅ホ౯による更新判定手法のᥦ᱌研究㸵）などがみられ

る。これらの更新判定に㛵する研究は、本研究の視点と

共㏻しているが、全ᅜ的な傾向や≉定の自治体を対象と

したものであり、本研究のように共㏻の❧地ᛶを持つ」

数の自治体間の計画をẚ㍑したものではない。ࡲた、公

営住宅長寿命化計画を対象とした研究はみられない。௨

上より本研究は、地方自治体の長寿命化計画をホ౯する

ඛ⾜的な研究と位置づけられる。 
 
㸰．公営住宅長寿命化計画の背景とᨻ⟇ୖの఩⨨࡙ࡅ 
2.1 公営住宅の更新に㛵ࡿࡍᨻ⟇のኚ㑄注１） 
公営住宅の更新が法的に位置づけられたのは、1969年
の法定建᭰であり、その≺いは都市部の市街地に❧地す

るᮌ㐀中ᚰの⊃小な住宅を建て᭰え、⪏ⅆᛶ⬟の向上と

高ᒙ化による住ᡞ数の増加をࡡらいとするものであった。

そのᚋ、法定建᭰の事業要௳が⦆࿴され増大するストッ

クの建᭰事業を推進することとなる。そして、1996年の
公営住宅法の一部ᨵṇ௨㝆、公共住宅事業はᚎࠎに縮小

化され新つ事業からストックの建᭰えやࣜࣗࢽーࣝ࢔を

中ᚰとする事業に転換していく。 
公営住宅建設のࣆークは、大都市部が 1960㹼1970年
代であるのに対し、地方都市が 1970㹼1980年代にࡎれ
㎸ࢇでいる。2000年代௨㝆に地方自治体で策定される公
営住宅ストック⥲ྜ活用計画は、๓⪅の 1960㹼1970年
代を主な対象とし、௒ᚋの厳しい財政状況において建᭰

事業による更新だけではなく、⥔持ಟ⧋や大つᶍᨵಟに

よるストック活用の⾜ື計画であり、中長期的な更新事

業量とその㈝用を♧すものであるὀ㸰）。さらに、2000 年
代はストックの≀的な更新だけではなく、ࢽ࣑ࣗࢥティ

の⥔持・෌⏕をྵࡴᅋ地෌⏕や地ᇦ෌⏕、持続ྍ⬟な住

宅地の形成に向けたྲྀり⤌みが進められるὀ㸱）。 
このような公営住宅ストックの活用が中ᚰ的課題とな

る中で、2010年代になると、より厳しい財政状況におい
て公営住宅を効率的かつ෇⁥に更新するために長寿命化

計画が策定される。この計画は、公営住宅の長寿命化を

図ることでࣛ࢖フ࢖ࢧクࣝࢥストの縮減、更新ࢥストの

世帯数 高齢化率

2015年 2010年 2005年 2010-15 2005-10 2015年 2015年

1 K㻿市 110,743 106,780 105,219 3.7% 1.5% 43,720 19.7% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.22(2010) Ｈ.23～32 5 396

2 OJ市 99,525 95,087 89,414 4.7% 6.3% 39,885 20.4% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 2 120

3 MK市 96,516 95,501 92,056 1.1% 3.7% 38,995 26.6% 公営住宅等長寿命化計画 Ｈ.24(2012) Ｈ.24～33 15 363

4 KG市 57,959 57,920 55,476 0.1% 4.4% 22,320 24.4% 公営住宅等長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 6 317

5 F㼀市 58,781 55,431 55,778 6.0% -0.6% 22,272 28.8% 市営住宅長寿命化計画 Ｈ.21(2009) Ｈ.21～30 5 243

6 I㻿市 96,475 98,435 95,040* -2.0% 3.6% 34,739 26.9% 市営長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 14 280

7 NK町 50,004 49,780 45,548 0.4% 9.3% 18,291 20.3% 町営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 1 12

8 㼁M町 37,927 38,592 38,126 -1.7% 1.2% 13,119 23.3% 町営住宅長寿命化計画 Ｈ.24(2012) Ｈ.25～34 2 167

9 㻿㻿町 31,210 31,318 29,389 -0.3% 6.6% 11,539 23.0% 公営住宅長寿命化計画 Ｈ.26(2014) Ｈ.26～35 1 54

10 㻿G町 30,344 24,679 22,431 23.0% 10.0% 10,946 16.4% 町営住宅の長寿命化計画 Ｈ.25(2013) Ｈ.25～35 3 63
*は合併前の旧市町の合計を示す。

策定年 計画期間
団地
数

住戸
数

No 計画書名
自治体
名

人口 増減率
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ᖹ‽化を┠ᣦすものである。1970㹼1980 年代に供給さ
れた地方都市の公営住宅ストックが更新時期を迎え、全

ᅜ的な課題へとᣑ大した時期であり、公営住宅の長寿命

化が政策的に位置づけられることとなる。 
2.2 長寿命化計画と㛵㐃計画との㛵ಀ 

地方自治体の策定する公営住宅長寿命化計画は、公共

᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画のಶู計画として位置づけられてい

る。さらに、公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画は、2013年に策定
された࢖ンフࣛ長寿命化ᇶ本計画の地方の⾜ື計画とし

て位置づけられているὀ㸲）。ಶࠎの࢖ンフࣛ᪋設の長寿命

化に㛵する計画は、公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画にඛ⾜して

2000年代ᚋ༙から策定されることがከく、公営住宅長寿
命化計画もྠᵝであるὀ㸳）。公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画の๓

に長寿命化計画が策定῭みのሙྜ、ඛ⾜した計画として

ᢅわれ⥲ྜ⟶⌮計画の㢮ᆺู方㔪に記載されており、策

定㡰ᗎが㏫転することとなるὀ㸴）。 
このように公営住宅長寿命化計画は、住宅政策におけ

るストック活用のὶれから策定されるഃ㠃と、࢖ンフࣛ

᪋設とྠᵝに公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画のಶู計画の位置

づけからࢥストにぢྜった長期更新計画として策定され

るഃ㠃の୧㠃のᛶ᱁を持つ計画であるとゝえる。 
 

㸱．公営住宅長寿命化計画のෆᐜᵓᡂの分ᯒ 
3.1 ᅜにࡿࡼ公営住宅長寿命化計画⟇ᐃᣦ㔪 

ᅜᅵ஺㏻┬は、2009 年 3 ᭶に公営住宅長寿命化計画
策定ᣦ㔪をస成し、長寿命化計画の記載内容をゎㄝして

いる。この策定ᣦ㔪に♧された計画の内容構成をᩚ⌮す

ると⾲ 2 䛾ようにࡲとめられる。そのᚋ、2.2 ⠇でゝཬ
した࢖ンフࣛ長寿命化ᇶ本計画➼のືࡁにకい 2016 年
3 ᭶に策定ᣦ㔪がᨵ定されている。本研究の分析対象と
した長寿命化計画は、いࡎれも 2009 年の策定ᣦ㔪（௨
ୗ、ᪧᣦ㔪とする。）のもとでస成されている。 

2009年のᪧᣦ㔪の内容は௨ୗの≉ᚩがある。 
(1)長寿命化計画の┠的は、公営住宅➼ストックの状況を
ᢕᥱし、ᅋ地 ・ู住Ჷูの活用方㔪を定めるとともに、

長期的な視点をもって長寿命化のための⥔持⟶⌮計

画を策定することである。 
(2)長寿命化に㛵する方㔪は、ձ᪥ᖖ的な⥔持⟶⌮とղ長
寿命化およびࣛ࢖フ࢖ࢧクࣝࢥストの๐減に㛵する

方㔪の2つが♧される。計画期間は10年௨上とする。 
(3)活用計画の考え方は、公営住宅ストック⥲ྜ活用計画
とྠᵝであり、ᅋ地ู・住Ჷูに㸯ḟから㸱ḟࡲでの

手法選定のフローが♧される。 

(4)ಶูᨵၿに判定された住Ჷに対して、居住ᛶ向上ᆺ、
福♴対応ᆺ、Ᏻ全ᛶ確保ᆺ、長寿命化ᆺに༊分し、そ

れࡒれのᨵၿ事業のᐇ᪋方㔪と内容が♧される。 
(5)長寿命化ᆺᨵၿ事業と全㠃的ᨵၿ事業についてࣛ࢖
フ࢖ࢧクࣝࢥストのᨵၿ効果を⟬ฟする。 

 これらの≉ᚩより、ᪧ ᣦ㔪の公営住宅長寿命化計画は、

ᚑ来のストック活用計画に加えて長寿命化ᆺᨵၿを๰設

し、長寿命化を図るࡁ࡭公営住宅を選定するものである。

ストの⟬定は≉定の事業を対象ࢥクࣝ࢖ࢧフ࢖ࣛ、たࡲ

とした㝈定的なものとなっている。本研究では、対象自

治体の活用手法の選定結果の分析よりᪧᣦ㔪ୗの長寿命

化の考え方をホ౯する。なお、2016年の新ᣦ㔪䛷䛿㛗ᑑ
࿨໬䜢᥎㐍䛩䜛᪉⟇䛜ᙉ໬䛥䜜䛯ෆᐜ䛸䛺䛳䛶䛔䜛ὀ㸵）。 
3.2 分ᯒ対象計画のෆᐜᵓᡂ 

分析対象とした 10 の自治体の長寿命化計画の内容構
成をみると、ᇶ本的には策定ᣦ㔪にᚑった構成となって

いるが、記載内容は自治体によって差異があり、ࡲた、

⊂自の㡯┠の㏣加もみられる（表 3）。内容分㢮ูにẚ㍑
すると、現況と課題では全ての自治体で公営住宅の≀的

⟇ᐃᣦ㔪のෆᐜ

1 公営住宅➼ストック
の≧ἣ

⟶⌮ᡞᩘࠊධᒃ⪅の≧ἣࠊධᒃ⪅の཰ධ≧ἣࠊ✵ᐙの≧
ἣࠊ཰ධ㉸㐣⪅࡬➼࡞のྲྀ⤌≧ἣࢆᇶᮏと࡚ࡋグ㍕ࠋࡿࡍ

2 公営住宅➼長寿命化
計画の目的

長寿命化計画の⟇ᐃに࠶た࡚ࡗの背景と目的ࢆグ㍕ࠋࡿࡍ

(1)ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針

(2)長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針

4 計画期㛫 １㸮ᖺ௨ୖ࡛タᐃࠋࡿࡍ

5 長寿命化ࢆᅗࡁ࡭ࡿ
公営住宅

ᅋᆅู࣭住Ჷู≧ἣのᢕᥱࠊ࠸⾜ࢆ⥔ᣢ⟶⌮�ಟ⧋࣭ᨵ
ၿ㸧ࠊᘓ᭰ࠊ用㏵ᗫṆの活用ᡭ法ࢆᐃめࠋࡿ
(1)対象　(2)団地別・住棟別状況の把握　(3)団地別・住棟別の
活用計画

6 公営住宅➼にࡿࡅ࠾
ᘓ᭰஦ᴗのᐇ᪋方㔪

ᆅᇦのᐇ᝟にᛂじ࡚ᘓ᭰஦ᴗのᐇ᪋方㔪ࢆグ㍕ࠋࡿࡍ

7 長寿命化のための
⥔ᣢ⟶⌮計画

活用計画にࡿࡅ࠾ಟ⧋対ᛂとᨵၿணᐃとุᐃࡋた住Ჷに対
ࠋࡿࡍグ㍕ࢆのෆᐜࡑಟ⧋࣭ᨵၿ஦ᴗのᐇ᪋方㔪と࡚ࡋ
修繕対応／居住性向上型／福祉対応型／安全性確保型／
長寿命化型／その他

8 長寿命化のための
⥔ᣢ⟶⌮にࡿࡼຠᯝ

ண㜵ಖ඲的࡞⥔ᣢ⟶⌮のᐇ᪋ຠᯝࠊ長寿命化ᆺᨵၿ஦ᴗࠊ
඲㠃的ᨵၿ஦ᴗࢆᐇ᪋ࡿࡍ公営住宅の/&&のᨵၿຠᯝࢆ⟬ฟ
ࠋࡿࡍ

長寿命化計画の㡯目

3 長寿命化に㛵ࡿࡍ
ᇶᮏ方㔪

⾲ 2 ⟇ᐃᣦ㔪に♧ࢀࡉた長寿命化計画のᵓᡂ 

ෆᐜ
ศ㢮

ෆᐜ㡯┠

自
治
体
数

K
S
市

O
J
市

M
K
市

K
G
市

F
T
市

I
S
市

N
K
町

U
M
町

S
S
町

S
G
町

┠ⓗ 計画の⫼ᬒ䛸┠ⓗ 10

市町ᮧのᴫせ 9

公営住宅等のᴫせ 10

公営住宅等のᒃ住⪅ពྥ 7

長寿命化計画䛻䛚䛡䜛ㄢ㢟 1

市営住宅のᩚഛ᪉㔪 2

長寿命化䛻㛵す䜛ᇶᮏ᪉㔪 9

公営住宅等䝇䝖䝑䜽ά⏝計画 10

長寿命化の䛯䜑の⥔ᣢ⟶⌮計画 4

公営住宅等⥔ᣢ⟶⌮計画 2

ᘓ᭰஦ᴗのᐇ᪋᪉㔪 8

長寿命化஦ᴗのᐇ᪋᪉㔪 1

ᘓ᭰䛘஦ᴗの᳨ウ 2

⏝㏵ᗫṆの᳨ウ 1

ຠᯝ ⥔ᣢ⟶⌮䛻䜘䜛䠨䠟䠟の᳨ウ 7

┠ᶆ䛸
᪉㔪

計画

஦ᴗの
᪉㔪䛸
᳨ウ

⌧ἣ䛸
ㄢ㢟

自治体数 1～3 4～7 8～10⊂自の㡯┠

⾲ 3 分ᯒ対象 10⮬἞యのෆᐜᵓᡂ 
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な状況が記載されており、居住⪅ព向ㄪᰝも 7つの自治
体でみられる。UM町では課題について単⊂の❶を設け
ている。┠ᶆと方㔪、計画における活用計画は全ての自

治体で記載されている。⥔持⟶⌮計画は、長寿命化と公

営住宅全体をేࡏて 6 つの自治体で㡯┠化されている。
事業の方㔪と᳨ウでは、建᭰事業のᐇ᪋方㔪が 8つの自
治体でみられ、建᭰事業を選定していない自治体でも将

来の᳨ウとして㡯┠化している。MK市は建᭰௨外に長
寿命化のᐇ᪋方㔪を設けている。ࡲた、建᭰事業や用㏵

ᗫṆのᐇ᪋᳨ウを加えている自治体も確ㄆでࡁる。᭱ᚋ

に、LCCの効果⟬定は 7つの自治体で⾜われている。 
3.3 活用ᡭ法の㑅ᐃ方法 

長寿命化計画の主部であるストック活用手法の選定は、

策定ᣦ㔪において 1 ḟから 3 ḟࡲでの判定で構成され
る。ここでは、ྛẁ㝵の判ู内容がධ手でࡁた SG町を
㝖く㸷つの計画の選定方法をẚ㍑分析する。 
ࡎࡲ 1ḟ判定をみると、策定ᣦ㔪では図 1に♧す 4つ
の判定㡯┠が設定され、建᭰えか用㏵ᗫṆのストックᗫ

Ṇが判定される。9 つの計画では、策定ᣦ㔪とྠᵝの判
定が 6つ、d.ᨵၿᒚṔの状況による判定がない自治体が
3つ確ㄆでࡁた（表 4）。続いて、2ḟ判定をみると、判
定㡯┠は図 2 に♧す㸵つが確ㄆでࡁた。策定ᣦ㔪では、
A、B、Cの判定ᚋにࠕG.長寿命化ᨵၿのᚲ要ᛶࠖを判定
する 4つの構成であるが、自治体の計画ではこれに加え
て、D、E、Fの㸱つの⊂自の㡯┠がみられた。 
表 4に♧す 1ḟおよび 2ḟの判定㡯┠の設定ࣃターン
をみると、1 ḟ、2 ḟともに策定ᣦ㔪とྠࡌ構成は 2 つ
のみで、2 ḟ判定でࠕD.福♴対応の判定ࠖを㡯┠化して
いる計画が 4つであった。これは、居住ᛶの判定にྵࡲ
れる㡯┠をヲ⣽化し増やしており、ᨵၿ事業の㢮ᆺにお

ける福♴対応と㛵㐃づけている。ࡲた、1ḟ判定で dの
ᨵၿᒚṔの判定のない 3つの自治体は、2ḟ判定でࠕE.
外ほ状況ࠖとࠕF.その௚の設ഛ状況ࠖの㡯┠を㏣加して
いる。Eはᒇ᰿と外ቨのຎ化、Fは共用設ഛやテࣞ࢔ࣅ
ンテࢼ、ⅆ⅏ሗ▱ჾのホ౯であり、現地のຎ化度ㄪᰝの

ホ౯を加えている。さらに、2 ḟ判定のホ౯㡯┠が♧さ
れている 7つの計画をみると、ከくの自治体で設定され
る策定ᣦ㔪のホ౯㡯┠に加えて、⊂自の㡯┠が㏣加され

ていることが分かる（表 5）。これらは、保有する公営住
宅の設ഛに応ࡌ、給᤼Ỉ設ഛや建ල、手すりの設置➼の

ホ౯を加えていると考えられる。 
 
㸲．活用ᡭ法の㑅ᐃ⤖ᯝの分ᯒ 

4.1 活用ุᐃ㑅ᐃ⤖ᯝの⮬἞యู分ᯒ 

SG 町を㝖く 9 つの自治体を対象に活用手法の選定結
果を自治体ูに分析する。活用手法ูの住ᡞ数の割ྜを

みると、自治体によって選定の傾向が大ࡁく異なること

が分かる（図 3）。ᅋ地数が┦対的に少ない KS 市、OJ
市、NK町、SS町は、全ての住宅で≉定の活用手法が選
定されており、KG市もྠᵝの傾向にある。OJ市、NK
町、KG市は RC 㐀の住Ჷにおいてストックをᨵၿして
活用するಶูᨵၿが選択されているὀ㸶）（図 4）。一方、
KS市は RC㐀の 5ᅋ地 396ᡞを全て建᭰え、SS町は
2 㝵建て⡆᫆⪏ⅆ㐀の 1 ᅋ地 54 ᡞを全てಟ⧋対応とし
ている。୧自治体の住Ჷは、いࡎれも᫛࿴ 40年代（1965

㸿 ㌣యᏳ඲ᛶのุᐃ ᘓ࣭ᗫ 7 ᤼Ỉタഛ ಶ 2

஧方向㑊㞴の☜ಖ ᘓ࣭ᗫ 7 ౽ᡤのỈὙ化 ಶ 6

㜵ⅆ区画の☜ಖ ᘓ࣭ᗫ 4 㞵Ỉ᤼Ỉฎ⌮᪋タ ಶ 4

ᘓ≀㑊㞴⤒㊰の≧ἣ ಶ 4 ᾎᐊの᭷↓ ಶ 3

ᒇእ㑊㞴᪋タのᩚഛ 㛤ཱྀ㒊のࢧ࣑ࣝ࢔ッ

≧ἣ 化ࢩ

のࡾࡍᡭ࣮ࢽࢥࣝࣂ �ͤࢼࢸࣥ࢔ࣅࣞࢸ ಶ 2

ຎ化≧ἣ 㞟఍ᡤ ಶ 6

ⅆ⅏報▱ჾͤ� ಶ 1 ඣ❺公ᅬ ಶ 5

ᒃ住Ỉ‽ ಶ࣭඲࣭ᗫ 7 㥔㍯ሙࠊ㥔㌴ሙ ಶ 6

᪥↷ࠊ‵Ẽ࡝࡞ ಶ࣭඲ 2 㧗㱋⪅対ᛂͤ� ಶ 3

ᒇୖ㜵Ỉͤ� ಶ 6 㸱㝵௨ୖの住Ჷの࢚

እቨのຎ化≧ἣͤ� ಶ 6 ↓の᭷࣮ࢱ࣮࣋ࣞ

㸱⟠ᡤ⤥‮ ಶ 6 ᾎᵴࠊ౽ᡤのᡭࡾࡍ ಶ 4

⤥Ỉ方ᘧ ಶ 5 ඹ用㒊のᡭࡾࡍ ಶ 5

⤥Ỉタഛ ಶ 1 トࣛࣥスのẁᕪ࢚ࣥ ಶ 4

୙ྍのุᐃ区分

㹁

㹀

ಶ 4

ಶ

ಶ 4

4

䈜1䚷2䛴の自治体䛷は䛂䠢.䛭の௚のタഛ≧ἣ䛃の㡯┠䛻ヱᙜす䜛。

䈜2䚷2䛴の自治体䛷は䛂㻱.እほ≧ἣ䛃の㡯┠䛻ヱᙜす䜛。

䈜3䚷䛂㻰.⚟♴ᑐᛂのุ定䛃をᣢ䛯䛺䛔自治体䛷㡯┠化䛥䜜䛶䛔䜛。

⮬἞
యᩘ

㹂
5

୙ྍの
ุᐃ区分

୙ྍの
ุᐃ区分

�ḟ
ุᐃ

ุᐃ㡯目
⮬἞
యᩘ

�ḟ
ุᐃ

ุᐃ㡯目

㹁

ಶ

ᘓ㸸ᘓ᭰࠼ ඲㸸඲㠃的ᨵၿ

ಶ㸸ಶูᨵၿ ᗫ㸸用㏵ᗫṆ

1ḟุ定㡯┠ 2ḟุ定㡯┠ 自治体数 自治体名

㻭䠇㻮䠇㻯䠇G 2 K㻿市䚸NK町

㻭䠇㻮䠇㻯䠇㻰䠇G 4 OJ市䚸MK市䚸KG市䚸㻿㻿町

䠽䠇䠾䠇䠿 㻭䠇㻮䠇㻯䠇㻱䠇F䠇G 3 F㼀市䚸I㻿市䚸㼁M町

䠽䠇䠾䠇䠿䠇䡀

㹟 ⤒ᖺኚ化にุࡿࡼᐃ 目ᶆᖺᩘに対ࡿࡍ⪏用ᖺ㝈の⤒㐣

㹠 㟂せのุᐃ ᛂເಸ⋡ཬࡧ✵ᐙ⋡の≧ἣ࡝࡞

㹡 㧗ᗘ฼用のᚲせᛶཬ
ᐃุࡿࡼᛶに⬟ྍࡧ

法ᘐᘓ᭰ྍࡀ⬟とᩜࡿ࡞ᆅ㠃✚
�����੍௨ୖかࡘᕷ⾤化区ᇦෆ

㹢 ᨵၿᒚṔの≧ἣにࡼ
ᐃุࡿ

ᨵၿᒚṔࡾ࠶ࡀᶆ‽⟶⌮期㛫⤒㐣
≧ἣ

用
㏵
ᗫ
Ṇ
࣭
ᘓ
᭰

சឬᢅ Ť

ᩔᙲƋǓ Ť

1,000ɜˌ上 Ť

ഭƋǓᲥசኺᢅޗ Ť

㸰ḟุᐃ࡬

ឬᢅ

なƠ

ச฼

なƠorኺᢅ

䕪

䕪

䕪

䕪

ڼ 長寿命化ᨵၿの

ᚲせᛶのุᐃ

㹅

㸿 ㌣యのᏳ඲ᛶのุᐃ

㹀 㑊㞴のᏳ඲ᛶのุᐃ

㹁 ᒃ住ᛶのุᐃ

㹂 ⚟♴対ᛂのุᐃ

䠡 እほ≧ἣ

䠢 䛭の௚のタഛ≧ἣ

཯ᐯ᪮Ⴘሊܭਦ針᪮Ⴘ

⾲ 4 1ḟࡧࡼ࠾ 2ḟุᐃの⮬἞యูのタᐃ分㢮 

⾲ 5 2ḟุᐃ㡯目にࡿࡅ࠾活用ุᐃ区分と⮬἞యᩘ 

ᅗ 1 分ᯒ対象⮬἞యの 1ḟุᐃのホ౯㡯目 

ᅗ 2 分ᯒ対象⮬἞యの 2ḟุᐃのホ౯㡯目 

住宅系研究報告会論文集 12　日本建築学会　2017.12

－ 46 －



㹼1974年）の建設であるが、住宅需要が大ࡁい KS市は
⪏用年㝈๓の建᭰え判定とし、居住縮小が進ࡴ SS町は、
ḟ期の⪏用年㝈ࡲでは⥔持を┠的としたಟ⧋対応が選択

されている。一方、MK 市、FT 市、IS 市、UM 町は、
ᅋ地ࡈとに活用判定が選択されているが、その割ྜは自

治体で≉ᚩがみられる。᭱もከい活用手法をみるとMK
市とUM町が建᭰え、FT市と IS市がಟ⧋対応となって
いる。2ᅋ地のみのUM町は 2㝵建て⡆᫆⪏ⅆ㐀を建᭰
え、RC㐀をಶูᨵၿとしている。このように建᭰え、ಶ
ูᨵၿ、ಟ⧋対応の選定は、自治体によって主たる活用

手法が異なっている。このことは、自治体の人口推⛣や

住宅の供給状況との㛵ಀが❚える。MK市、KG市、FT
市、IS市は、現在は人口が停滞したり、ྜేにより市ᇦ
がᗈくなり地ᇦによって住宅需要に差がみられたりして

いる。これらの自治体における早期に供給されたᮌ㐀や

⡆᫆⪏ⅆ㐀はそのࡲࡲの状ែで⥔持するಟ⧋対応が選択

されている。そして、市ᇦがᗈく┦対的にᅋ地数のከい

MK 市や IS 市では建᭰えも選択されているが、建᭰え
判定は⪏用年数が近くつᶍの小さいᅋ地である。 

9つの自治体全体の選定手法と構㐀との㛵ಀは、RC㐀
がಶูᨵၿ、2 㝵建て⡆᫆⪏ⅆ㐀がಟ⧋対応と建᭰えと
なる傾向があるὀ㸷）（図 5）。なお、用㏵ᗫṆの判定は、IS

市 49ᡞとMK市 2ᡞのみであり、ࡲた、全㠃的ᨵၿは
全くみられない。 
ḟに、1ḟから 3ḟのྛẁ㝵の判定結果が確ㄆでࡁる

IS 市を㝖く㸶つの自治体の 1,672 ᡞの判定ẁ㝵をみる
と、2 ḟが 1,271 ᡞ、77%と大༙を༨め、ᅋ地単位の⥲
ྜ的᳨ウである 3ḟ判定が 14%、1ḟ判定は 9%である
（図 6）。1ḟおよび 3ḟ判定の選定を⾜っている自治体
は 4つで、このうち、3つがᅋ地ࡈとに判定しているMK
市、FT市、UM町である（表 6）。3ḟ判定でのኚ更は、
㞄᥋する住Ჷやᅋ地との㛵㐃で建᭰えからಟ⧋対応への

ኚ更がከく、SS町でも 2ḟから 3ḟでྠᵝのኚ更が⾜
われている。このように、3 ḟ判定でのᅋ地単位でのព
図的ኚ更は、建᭰えからಟ⧋対応へとኚ更し、ᙜ㠃、⥔

持⟶⌮するものがከくなっている。ࡲた、RC 㐀の住Ჷ
に対し≉定の活用手法を選定している KS 市、OJ 市、
KG 市は 3 ḟの⥲ྜ的᳨ウによる選定ではなく、2 ḟ判
定の≀⌮的≉ᛶにもとづいて判᩿されている。 
ここで、表 7に♧すಶูᨵၿにおける長寿命化ᨵၿの
ᐇ᪋ᡞ数をみると、IS市のᮌ㐀 22ᡞを㝖ࡁす࡭てのಶ
ูᨵၿにおいて長寿命化ᆺᨵၿが᥇用されている。この

ことは、ಶูᨵၿの RC㐀は全て長期的な活用が図られ
ているという✚ᴟ的なホ౯がでࡁるが、一方でᅋ地・住

自治
体名

ಶูᨵၿ
戸数

長寿命化ᆺ
ᨵၿ戸数

OJ市 120 120

MK市 127 127
KG市 297 297
F㼀市 76 76
I㻿市 62 40
NK町 12 12
㼁M町 65 65

自治
体名

ุ定
ẁ㝵

ά⏝ᡭἲ
団地
数

戸数 住宅ᴫせ ุ定⌮⏤

1ḟ ᘓ᭰䛘 3 147

⡆஧䠄㻿46䠅
⡆஧䠄㻿4㻣䠅
⡆ᖹ䠄㻿44䠅
ᮌ㐀䠄㻿43䠅

1ḟ ⏝㏵ᗫṆ 1 2 ᮌ㐀䠄㻿43䠅

1ḟ ᘓ᭰䛘

3ḟ ಟ⧋

3ḟ ಟ⧋ 1 6 ⡆஧䠄㻿52䠅
2ḟのᘓ᭰䛘䛛䜙ኚ᭦。

㞄᥋す䜛団地䛸䛸䜒䛻ḟ

期䛻ᘓ᭰䛘を᳨ウす䜛。

1ḟ ᘓ᭰䛘

3ḟ ಟ⧋

㼁M町 3ḟ ಶูᨵၿ 2 65
୰⪏䠄㻴5䠅
୰⪏䠄㻴㻤䠅

2ḟの⥔ᣢ⟶⌮䛛䜙ኚ

᭦。እቨのຎ化䛜ⴭ䛧䛟

ᨵၿᒚṔ䛜䛺䛔䛯䜑。

㻿㻿町 3ḟ ಟ⧋ᑐᛂ 1 54 ⡆஧䠄㻿54䠅

2ḟのᘓ᭰䛘䜒䛧䛟は⏝

㏵ᗫṆ䛛䜙ኚ᭦。⪏⏝

年数⤒㐣䜎䛷はಟ⧋ᑐ

ᛂ䛸す䜛。

MK市

┠ᶆ年ᗘ䜎䛷䛻⪏⏝年

㝈を⤒㐣す䜛䛯䜑。

3 42
⡆஧䠄㻿4㻣䠅
ᮌ㐀䠄㻿63䠅
ᮌ㐀䠄㻿62䠅

㞄᥋す䜛住Ჷ䚸団地䛜

ḟ期䛻⪏⏝年数を⤒㐣

す䜛䛯䜑䚸䛭䜜䜎䛷ಟ⧋

ᑐᛂ䛸す䜛。

F㼀市 1 73
⡆஧䠄㻿45㻙

51䠅

計画期間の㻴2㻣䜎䛷䛻2

Ჷ䛜⪏⏝年数を⤒㐣す

䜛䛜䚸௚の住Ჷ䛸団地䛸

䛸䜒䛻ḟ期䛻ᘓ᭰䛘を᳨

ウす䜛。
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⾲ 6 1ḟࡧࡼ࠾ 3ḟุᐃのᴫせ 

⾲ 7 ⮬἞యูのಶูᨵ
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ᅗ 6 ⮬἞య඲యにุࡿࡅ࠾ᐃẁ㝵ูᡞᩘ๭ྜ 
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Ჷの状況に㛵ಀなく画一的に長寿命化ᆺᨵၿが㐺用され

ているともᣦ᦬でࡁる。ಶูᨵၿ事業はストック⥲ྜᨵ

ၿ事業としてᐇ᪋され、⪏ஂᛶの向上や㌣体のᙳ㡪への

ప減、⥔持⟶⌮の容᫆ᛶ向上のほ点からண㜵保全的なᨵ

ၿを⾜うことを┠的としているὀ 10）。自治体ูのᨵၿの

内容をみると、4 つの自治体ではᒇ上㜵Ỉと外ቨᨵಟの
㸰つが共㏻しており、その௚に給Ỉ⟶とࢽࢥࣝࣂー手ᦾ

のᨵಟが♧されている（表 8）。これらは、ண㜵保全的に
ᐇ᪋する点で長寿命化ᆺのព࿡を持つが、その内容はຎ

化に対して⪏ஂᛶをᅇ᚟するためのᨵಟである。ᅜᅵ஺

㏻┬の策定ᣦ㔪に♧された部位ẖのල体౛にྜわࡏて࣓

て内容をỴ定しているࡌーを設定し住Ჷの状況に応ࣗࢽ

自治体はNK町とUM町の㸰つで、対象ᡞ数の┦対的に
少ない自治体である。ࡲた、LCC⟬定における計画ᚋの
౑用年数設定はいࡎれも 70年で、RC㐀法定⪏用年数と
なっている。このように、ண㜵保全的なᨵၿは長寿命化

ᆺの≉ᚩであるが、ᚑ来ᆺのᨵಟ事業とは異なる長寿命

化ᆺᨵၿ事業としてᐇ᪋内容が問われるとᣦ᦬でࡁる。 
4.2 活用㑅ᐃ⤖ᯝの住Ჷ区分ู分ᯒ 

 FT 市と SG 町を㝖く住Ჷูࣝ࢝テが確ㄆでࡁた 8 つ
の自治体の公営住宅 45ᅋ地、1,697ᡞを対象として、活
用判定༊分と住Ჷᒓᛶの㛵ಀを分析する。ただし、ᮌ㐀

やᖹᒇおよび 2㝵建て⡆᫆⪏ⅆ㐀はᴟめて小つᶍなྠࡌ
ᒓᛶの住Ჷが」数୪ࢇで㓄置され、これらはྠࡌ活用手

法が選定される。そこで、これらのᅋ地ではྠࡌᒓᛶの

住Ჷをࡲとめた住Ჷ⩌を分析単位とし、88の住Ჷ༊分を
対象に 4つの活用判定ูに᣺り分け、住Ჷᒓᛶとの㛵ಀ
を分析する（図 7）。 
㐣年数をみると、᪤存住ᲷをᗫṆする建᭰え⤒、ࡎࡲ

および用㏵ᗫṆと、活用するಟ⧋対応およびಶูᨵၿで

傾向が大ࡁく異なることが分かる。建᭰えと用㏵ᗫṆは

建設年で判᩿されるため、36㹼50年の割ྜが大ࡁい。一
方、ಟ⧋対応とಶูᨵၿはྛ㝵⣭でみられるが、ಟ⧋対

応の方が┦対的に⤒㐣年数が大ࡁく、住Ჷの更新時期ࡲ

でそのࡲࡲ⥔持しࢥストをᢚไしていると考えられ、4.1
⠇の考察をドᕥしている。 
ḟに、住Ჷ༊分ࡈとの住ᡞ数をみると用㏵ᗫṆの住Ჷ

で住ᡞ数が᭱も小さく、ḟいで住ᡞ数の小さい㡰にಟ⧋

対応、ಶูᨵၿ、建᭰えとなっている。ࡲた、᪤存住Ჷ

のᗫṆでは、建᭰えがྛ㝵⣭で分ᩓしているのに対し用

㏵ᗫṆは小つᶍな住Ჷで選択されていることが分かる。

さらに、つᶍに㛵するᒓᛶである㝵数でみても、住ᡞ数

とྠᵝに用㏵ᗫṆ、ಟ⧋対応、ಶูᨵၿ、建᭰えの㡰で

高い㝵数の㝵⣭の割ྜが大ࡁくなっている。建᭰えは 2
㝵௨ୗと 5㝵௨上に஧分され、用㏵ᗫṆは 2㝵௨ୗのప
ᒙの住Ჷである。 
構㐀では、4.1 ⠇とྠᵝに住Ჷ༊分でも住Ჷ活用のಶ
ูᨵၿとಟ⧋対応で大ࡁな差がみられ≉ᚩがある。ಶู

ᨵၿは RCの⪏ⅆ㐀が 91㸣であるのに対し、ಟ⧋対応は
⡆᫆⪏ⅆ㐀が 64㸣と༨めている。 
௨上のように、活用手法の選定は共㏻ᛶのある選定フ

ローにᇶづいて判定されているため、自治体のᯟを㉸え

て住Ჷᒓᛶによる≉ᚩがみられることが分かる。ただし、

建᭰えについては、自治体のព向が཯ᫎする結果がᚓら

れた。 
4.3 住Ჷᒓᛶからみた活用ᡭ法㑅ᐃのุู分ᯒ 

ここでは、活用手法選定と住Ჷᒓᛶの㛵ಀを分析する

ため、活用手法を┠的ኚ数、住Ჷᒓᛶの⤒㐣年数、住ᡞ

数、㝵数の 3つをㄝ明ኚ数として判ู分析を⾜い、判定
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にᐤ୚するᒓᛶを考察するὀ 11）。対象とした住Ჷは、4.2
⠇とྠᵝに 8つの自治体の 45ᅋ地、88の住Ჷ༊分であ
る。 
活用手法の༊分は、建᭰と用㏵ᗫṆをᗫṆ、ಟ⧋対応

とಶูᨵၿを活用とし、さらに、ᗫṆと活用の༊分を加

えた 3つの判ู分析を⾜った。なお、全体（ᗫṆ㸫活用）、
活用（ಶูᨵၿ㸫ಟ⧋対応）、ᗫṆ（建᭰㸫用㏵ᗫṆ）の

それࡒれの活用手法༊分で、3 つの住Ჷᒓᛶの┦㛵ಀ数
をみると、活用の住ᡞ数と㝵数が 0.52、ᗫṆの⤒㐣年数
と㝵数が-0.42 と一定の┦㛵がみられるのみで、全体的
に 3つの住Ჷᒓᛶの┦㛵は小さいとゝえる（表 9）。 
判ู分析の結果は、表 10の㏻りとなった。3つの活用
手法の༊分の判ูともに有ពỈ‽Ș㸻0.05 ௨ୗとなり、
た、判ู的中率はࡲ 80㸣๓ᚋであった。ᶆ‽化された判
ู㛵数ಀ数をみると、活用㸫ᗫṆの判ูでは、⤒㐣年数

が 0.932と大ࡁく、᭱も判ูにᐤ୚している。住ᡞ数も
0.489 と一定のᐤ୚があり、住ᡞ数がከいものがᗫṆと
なっている。ḟに、活用おけるಶูᨵၿ㸫ಟ⧋対応をみ

ると、㝵数が-1.033で᭱も大ࡁくなっており、㝵数の高
い RC㐀の住Ჷではಶูᨵၿが⾜われることを♧してい
る。⤒㐣年数は 0.49と一定のᐤ୚があり、ྂ い住Ჷでಟ

⧋対応が選定される。ࡲた、建᭰㸫用㏵ᗫṆでは㝵数と

住ᡞ数がそれࡒれ 0.826と 0.700になっており、住Ჷの
つᶍとྠࡌ住Ჷのࡲとࡲりの大ࡁさが判ูにᐤ୚してお

り、小つᶍなᅋ地のపᒙ住Ჷで用㏵ᗫṆされていること

を♧している。なお、ಶูᨵၿ㸫ಟ⧋対応の住ᡞ数と建

᭰㸫用㏵ᗫṆの⤒㐣年数は判ูへのᙳ㡪が小さく、ᖹᆒ

್と判ู㛵数のṇ㈇では傾向が異なっている。 
このように、住Ჷストックの活用とᗫṆの判᩿は⤒㐣

年数が主要ᅉとなるが、そのᚋの判᩿は㝵数もしくは住

ᡞ数が要ᅉとなっており、活用手法の選定は共㏻ᛶがあ

り、住Ჷのᒓᛶによって判ูがྍ⬟であるとゝえる。 
 
㸳．ࡲとめ 
5.1 ᮏ研究の▱ぢ 

福岡都市圏の 10の地方自治体の公営住宅長寿命化計 

画の内容を分析し、公営住宅ストックの活用と更新の傾

向について考察した。その結果、長寿命化計画の内容構

成ཬび活用手法判定フローは、ᅜの♧す策定ᣦ㔪にᚑっ

ているが、⣽部ではኚ更されており、そのኚ更内容は」

数の自治体で共㏻の設定ࣃターンがあることを♧した。 
さらに、活用手法の選定結果は、ձ保有する公営住宅

全体を≉定の活用手法に判定する自治体と、ᅋ地ࡈとに

異なる判定手法を選択する自治体に஧分でࡁること、ղ

自治体によって主要な活用手法が異なっていることを明

らかにした。ࡲた、建᭰えは自治体のព向が཯ᫎされる

が、その௚の手法は住Ჷᒓᛶによって選定結果に共㏻ᛶ

があること♧した。≉に、ಟ⧋対応ではストックとして

問題があっても周辺ᅋ地との⤫ᗫྜやḟ期での建᭰え・

ᗫṆを判᩿するため、ᙜ㠃の⥔持⟶⌮を┠的として選定

されていることをᣦ᦬した。自治体ูの選択に≉ᚩのあ

る建᭰えとಟ⧋対応の判定は、自治体の人口推⛣や住宅

需給の状況が཯ᫎされているとゝえる。 
᭱ᚋに、活用手法と住Ჷᒓᛶとの㛵ಀᛶについて判ู

分析を⾜った結果、活用㸫ᗫṆは⤒㐣年数がᐤ୚してい

るのに対し、活用のಟ⧋とᨵၿ、ᗫṆの建᭰と用㏵ᗫṆ

の判ูは㝵数と住ᡞ数の住Ჷつᶍがᐤ୚していることを

♧し、長寿命化計画の活用手法の選定は住Ჷのᒓᛶによ

って判ูがྍ⬟であることを♧した。 
5.2 公営住宅の長期的更新の課題 

長寿命化計画は 10年の計画期間で活用手法が選定さ
れるが、長期的更新の点でḟの課題がᣦ᦬でࡁる。 
・RC㐀はಶูᨵၿが選定される傾向にあり、長寿命化
ᨵಟは大༙の事業で᥇択される。ストックの状況に応

た本来的な長寿命化ᨵಟではなく㝈定的なᨵಟ内容ࡌ

となっている。ࡲた、全体ᨵၿは選定されておらࡎ、

ストックの෌⏕ではなく、現状をベースにしたಶูᨵ

ၿが中ᚰである。 
・10年の計画期間でのᗫṆの判᩿はᮌ㐀もしくは⪏用年
㝈に近い⡆᫆⪏ⅆの小つᶍな住Ჷに㝈定される。分析

した 9つの自治体全体の 1,952ᡞに対し用㏵ᗫṆは 51
ᡞ、2.6㸣とഹかである。公営住宅は࢖ンフࣛと捉えら
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஦౛
数

⤒㐣年数
䠄年䠅

住戸数
䠄戸䠅

㝵数
⤒㐣年数
䠄年䠅

住戸数
䠄戸䠅

㝵数

ᗫṆ 31 40.35 29.81 2.90

ά⏝ 57 25.51 18.49 3.07

ಟ⧋ᑐᛂ 22 28.59 13.91 2.18

ಶูᨵၿ 35 23.57 21.37 3.63

ᘓ᭰ 24 39.83 36.04 3.38

⏝㏵ᗫṆ 7 42.14 8.43 1.29

82.95%

ಶูᨵၿ䠉
ಟ⧋ᑐᛂ

57

᭷ព
☜率

ุูⓗ
୰率

ά⏝䠉
ᗫṆ

88 0.932

Ჷ数
ศ㢮 ᖹᆒ್ ᶆ‽化䛥䜜䛯ุู㛵数ಀ数

78.95%

ุูศᯒの
ά⏝ᡭἲ
༊ศ

ᘓ᭰䠉
⏝㏵ᗫṆ

31

0.489 -0.145 0.0000

0.490 0.119 -1.033 0.0000

0.130 0.700 0.826 0.0044 80.65%

඲体 88 0.0796 -0.0861 0.2623

ά⏝

ᗫṆ 31 -0.2290

0.5216

0.1597

0.0323

-0.4167

-0.116757

ά⏝
༊ศ

Ჷ数
⤒㐣年数
䠉住戸数

⤒㐣年数
䠉㝵数

住戸数
䠉㝵数

⾲ 9 活用ᡭ法区分ูの 
住Ჷ 3ᒓᛶの┦㛵ಀᩘ ⾲  分ᯒ⤖ᯝูุࡿࡅ࠾の活用ᡭ法区分にࡘ3 10

住宅系研究報告会論文集 12　日本建築学会　2017.12

－ 49 －



れ、10年の計画期間中に⪏用年数を㉸㐣する住Ჷが少
ないため長寿命化による存続がᇶ本となっている。長

寿命化計画は公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画௨๓に策定され

ているため、この期間での保有᪋設量の๐減は㞴しい

とゝえる。 
・ᮌ㐀および⡆᫆⪏ⅆ㐀のಟ⧋対応の選定は、10年の計
画期間ᚋのḟ期の建᭰えもしくはᗫṆࡲで⥔持⟶⌮す

ることがព図されている。需要の小さくప質なストッ

クが一定期間、ṧされるというព࿡では課題がある。 
なお、新ᣦ㔪では 30年௨上の長期的な⟶⌮のぢ㏻し
が᳨ウされ、長期ಟ⧋計画との㛵ಀが記載される。現在

のᡤ、ᪧᣦ㔪ୗでの長寿命化計画が中ᚰであるが、௒ᚋ

ぢ┤し時におけるኚ更点を明らかにし、長寿命化に対す

る考え方のኚ化を᳨ドするᚲ要がある。 

ὀ 

ὀ 1） 公営住宅の更新に㛵する政策のኚ㑄は、主にཧ考ᩥ⊩ 8、9をཧ
↷して要点をᩚ⌮した。 

ὀ 2） ཧ考ᩥ⊩ 9，pp.46-47ཧ↷ 
ὀ 3） 2006年の住⏕活ᇶ本法のไ定により住⏕活ᇶ本計画が策定され、

住⏕活㠃での課題に対し᪤存ストックを活用しながら地ᇦ・࣑ࢥ
 。ティを෌⏕することがồめられるようになるࢽࣗ

ὀ ・⌮⟶ンフࣛ᪋設をᡓ␎的に⥔持࢖ンフࣛ長寿命化ᇶ本計画は࢖ （4
更新するための計画であり、ಶู計画の対象は㐨㊰、ᶫᱱ、上ୗ
Ỉ㐨➼の࢖ンフࣛ᪋設である。࢖ンフࣛ᪋設の一分㔝として公営
住宅が加わっている。 

ὀ 5） ౛えࡤ、ᶫᱱは 2007年にࠕ長寿命化ಟ⧋計画策定事業⿵ຓไ度
要⥘ࠖが㏻▱されている。ࡲた、公ᅬは 2009年に 公ᅬ᪋設長ࠕࠗ
寿命化計画ࠖ策定にᙜたっての␃ព点➼について࠘が㏻▱されて
いる。 

ὀ 6） 本来は、公共᪋設➼⥲ྜ⟶⌮計画の策定ᚋにಶู計画が策定され
るࡁ࡭であるが、ྠ ✀・㢮ఝの計画を策定しているሙྜは、ᙜ㠃、
その計画で策定に代えることがでࡁるとされている。そのため、
ඛ⾜して策定された公営住宅長寿命化計画がそのࡲࡲಶู計画
となる現状にある。この点は、公共建⠏≀の௚用㏵のಶู計画と
異なる点である。 

ὀ 7） 2016年の新ᣦ㔪では事業手法の選定フローが大ࡁくኚ更されて
おり、将来のストック量の推計、事業量のヨ⟬、LCCのẚ㍑、長
期的な⟶⌮のぢ㏻しといった長期的なࢹータやぢ㏻しを㋃ࡲえ
た選定となっている。ࡲた、ᪧᣦ㔪の⥔持⟶⌮計画の構成をᩚ⌮
し、計画ಟ⧋とᨵၿ事業のᐇ᪋方㔪を㡯┠化し長期ಟ⧋計画と長
寿命化計画の㐪いを明確にするとともに、計画期間内のྛ事業の
ᐇ᪋ண定一ぴを㡯┠化している。 

ὀ 8） KG市は、RC㐀の 297ᡞがಶูᨵၿと判定され、2㝵建て⡆᫆
⪏ⅆ㐀の 20ᡞがಟ⧋対応と判定されている。 

ὀ 9） 図 5 に♧す活用判定と構㐀の࢖࢝ 2 ஌᳨定を⾜った結果、p㸺
0.001で有ព差ありとなり、୧⪅のᙉい㛵㐃ᛶがㄆめられる。 

ὀ 10） ᅜᅵ஺㏻┬のᪧᣦ㔪には、居住ᛶ確保➼のᨵၿ事業とともに住
ᡞᨵၿ、共用部分ᨵၿ、ᒇ外・外構ᨵၿの対象ูに㡯┠が表♧さ
れている。ࡲた、長寿命化ᨵၿについてはල体౛を♧す方法とし
て、部位ẖによるᩚ⌮、ᕤ事ẖによるᩚ⌮が♧されている。これ
らは、⪏ஂᛶや᩿⇕ᛶ➼のᛶ⬟を向上さࡏるᕤ事として位置づけ
られる。 

ὀ 11） 判ู分析のㄝ明ኚ数から構㐀を㝖いている。構㐀は、ᮌ㐀がᖹ
ᒇ、⡆᫆⪏ⅆ㐀がᖹᒇか 2㝵建て、RC㐀は 5㝵௨上が大༙とな
り、㝵数との┦㛵が大ࡁく⊂❧したㄝ明ኚ数とならないため、分
ᩓの度ྜいの大ࡁい㝵数をㄝ明ኚ数として᥇用した。 
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